
 

                   
                                

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  
 

 
 

 

 

 

 

 

 

（報道資料） 
 

平成１７年５月２３日 
Ｎ Ｈ Ｋ 
 

「ＮＨＫ情報公開」の実施状況 

（平成１６年度） 



        ＮＨＫ情報公開の平成１６年度の実施状況は、次のとおりです。 

  

 ○ 本部・全国の放送局において､来局と郵送を合わせて、２１１人の視聴者による 

３４７件（前年比＋１７４件）の情報公開の求めがありました。 

○ このうち、窓口対応や郵送により情報提供したものが１３５件（前年比－１４件）、「開示

の求め」として受け付けたものが２１２件（前年比＋１８８件）でした。 

   ○ 情報公開ホームページへのアクセス数は、平成１６年度の１年間で約６０万ページビュー

でした。 

 

（参考） 

・平成１３年７月の開始以来では、情報公開の求めは、５６９人の視聴者による７５７件。 

・このうち、窓口対応や郵送により情報提供したものが４５４件、「開示の求め」として受け付

けたものが３０３件（１２７人）。 
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１．情報提供 
 
 （１）情報提供の内容（分野別件数） 
 

 分  野 事    例 件 数 割 合 

経営一般に関するもの 
平成１６～１８年度ＮＨＫビジョン、予算書、決算書、業務
報告書、環境報告書、ＮＨＫことしの仕事 他 

１２９ (95.6%) 

放送に関するもの 国内・国際番組基準、放送番組編集の基本計画、編成計画 他 ５ (3.7%) 

営業に関するもの 放送受信規約 １ (0.7%) 

 
（２）備え置き公開文書 
全国の放送局・支局・営業センター等の窓口に備え置いて視聴者の閲覧に供する「備え置き公開文書」は、平成１６年度現在
で４６文書となっています。このうち、１６年度に新たに備え置くこととしたものは、以下の６文書です。 

          （※「備え置き公開文書一覧」は別紙を参照） 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
           
 

 

 

備え置き開始 文書名 

１６年４月～ 「放送研究と調査」 

１６年５月～ 放送技術研究所「研究年報」 
「ＮＨＫ技研Ｒ＆Ｄ」 

１６年９月～ 「芸能番組制作費不正支出問題」等に関する調査
と適正化の取り組みについて 

１６年１０月～ 「ＮＨＫ倫理・行動憲章」「行動指針」 
「日本放送協会報」 
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２．「開示の求め」 
 
 （１）「開示の求め」の概要 
 
■経営一般に関するもの   １２４件 （58.5％） 
・ 会長等役員の報酬・出張費・交際費、公用車の運行記録等 
・ 経営委員の経歴・報酬・退職金基準、勤務実態等 
・ 職員の懲戒処分等 
・ ＮＨＫ職員の退職金 
・ 沖縄新放送会館の固定資産税等 
・ 関連会社の収支、合理化の実態、入札の実態 
・ 放送局の土地登記謄本 
・ 共済年金受給者の数、支給額総計   他 
 
 
■放送に関するもの   ２９件 （13.7％） 
・ 番組制作の委託契約等 
・ 有線放送事業者による再送信の取り決め事項 
・ 戦時放送マニュアル 
・ 選挙アンケート費用 
・ 「その時歴史が動いた」の制作費 
・ 「ＮＨＫに言いたい」の担当者・出演者名等 
・ 「ＥＴＶ２００１」放送内容 
・ ラグビー選手権の広告、ロゴ、協定書等   他 
 
 
■営業に関するもの   ２７件 （12.7％） 
・ 米軍基地内の受信料の徴収 
・ 地域スタッフマニュアル、給与、奨励金 
・ 受信料未納者数 
・ 受信料の免除   他 
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  ■技術に関するもの   ６件 （2.8％） 
・ 新沖縄放送局の許認可資料 
・ 新沖縄放送局のアンテナ、電力、伝送ルート 
・ 新沖縄放送局の建設申請書 
・ 2003 年度の放送技術研究所の研究開発費   他 
 
 
■事業・広報に関するもの   ７件 （3.3％） 
・ プロジェクトＸ協賛金 
・ 番組広報時間、回数 
・ 「東北６県サミット」の支出入 
・ 「ＥＴＶ２００１」対応文書   他 
 
 
■総務・経理に関するもの   １９件 （9.0％） 
・ タクシー金額、利用会社名等 
・ 放送記念品の使用管理状況 
・ 有形固定資産、備品の管理状況 
・ 購入や建設、外注の契約状況 
・ 経理規程等 
・ 打合せの領収書と報告書   他 
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 （２）「開示の求め」に対する検討結果 
１６年度に受け付けた２１２件のうち、１９７件について検討を終えました。「開示の求め」の対象外３０件を除いた１６７件
についての開示率は、６７％となっています。開始からの累計の開示率は、７２％です。 
また、開示､不開示の判断は、１５７件が期間内（３０日以内）に処理されています。 

区  分 対象外 開   示 不開示 （参考） 開始からの累計 

件  数 ３０件 １１２件 ５５件  対象外 開 示 不開示 

備 考 うち、１２件で
情報を提供 

うち、部分開示
５３件 

うち、文書不存
在４３件 

 
５３件 １６８件 ６７件 

 
３．「再検討の求め」 

１６年度は、視聴者から１８件の「再検討の求め」が出されました。「再検討の求め」についてはＮＨＫ情報公開 
審議委員会が審議を行います。 
 

諮問番号 事案の概要 諮問日 処理状況 

１３ 建設中の新沖縄放送局の伝送ルート等 16.9.9 16.10.14答申 

１４ 
新沖縄放送局の詳細についての問い合わせに対し、基本設計が
固まっていない段階では説明できない旨回答したことの理由 

16.9.9 16.10.14答申 

１５ 懲戒免職処分を受けた職員の氏名・所属等 16.9.30 16.12.9 答申 

１６ 芸能番組制作費不正支出事案に関する調査報告の基礎資料 16.10.14 審議中 

１７ ９７年度以降の会長公用車の運転記録 16.10.14 17.2.24 答申 

１８ ９７年度以降の役員の交際費 16.10.14 17.3.24 答申 
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１９ 平成１２～１５年度懲戒処分の内容 16.11.11 審議中 

２０ ９７～０４年までの処分内容 16.11.22 審議中 

２１ 有線放送と受信料の関係について 17.2.10 17.3.10 答申 

２２ 受信契約の契約条項について 17.2.10 17.3.10 答申 

２３ コンプライアンスの外部通報窓口の名称等 諮問準備中  

２４ 平成１６年度に大津局へ届いた内容証明での返金要求の数等 諮問準備中  

２５ 
０１年 1 月２０日～２月３日の間のＮＨＫ役員・局長と国会議
員との面会記録 

諮問準備中  

２６ コンプライアンスに告発したＥＴＶ問題の報告書等 諮問準備中  

２７ 2 月 3 日の自民党会議での会長の発言記録等 諮問準備中  
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２９ 　９７年から０５年のＮＨＫの子会社等の常勤役員の報酬等 　　  諮問準備中  

３０ ９７年から０５年のＮＨＫの子会社等の常勤役員の退職金額等　  諮問準備中  

２８ 
９７年から０５年のＮＨＫの子会社等の役職員のうち、国家公務員

だった者の氏名、役職等 
　諮問準備中  

２９ 　９７年から０５年のＮＨＫの子会社等の常勤役員の報酬等 　　  諮問準備中  

３０ ９７年から０５年のＮＨＫの子会社等の常勤役員の退職金額等　  諮問準備中  

２８ 
９７年から０５年のＮＨＫの子会社等の役職員のうち、国家公務員

だった者の氏名、役職等 
　諮問準備中  



４．ＮＨＫ情報公開審議委員会の開催状況 

１６年度のＮＨＫ情報公開審議委員会の開催状況は、次のとおりです。 
 

回  数 開催日 概   要 

第２５回 16.5.13 ＮＨＫ情報公開の実施状況の報告等 

第２６回 16.7.8 ＮＨＫ情報公開の実施状況の報告等 

第２７回 16.9.30 諮問第 13 号･第 14 号審議、第 15 号諮問 

第２８回 16.10.14 諮問第 13 号･第 14 号審議・答申、第 15 号審議、第 16 号～第 18 号諮問 

第２９回 16.11.2 諮問第 15 号審議 

第３０回 16.11.11 諮問第 15 号･第 17 号・第 18 号審議、第 19 号諮問 

第３１回 16.11.22 諮問第 15 号･第 17 号・第 18 号審議、第 20 号諮問 

第３２回 16.12.9 諮問第 15 号審議･答申、諮問第 16 号～第 18 号審議 

第３３回 16.12.22 諮問第 17 号・第 18 号審議 

第３４回 17.1.13 諮問第 16 号～第 20 号審議 

第３５回 17.1.28 諮問第 17 号・第 18 号審議 

第３６回 17.2.10 諮問第 16 号～第 18 号審議、第 21 号・第 22 号諮問 

第３７回 17.2.24 諮問第 17 号審議・答申、諮問第 18 号・第 21 号・第 22 号審議 

第３８回 17.3.10 諮問第 18 号審議、諮問第 21 号・第 22 号審議・答申 

第３９回 17.3.24 諮問第 16 号・第 19 号・第 20 号審議、諮問第 18 号審議・答申 

 

7／9 



５．ＮＨＫ情報公開審議委員会 

現在、次の方々に委員を委嘱しています。 
 
委員長    金平 輝子 氏（東京都歴史文化財団顧問・平成１５年７月１日委嘱） 
委員長代行  大島 崇志 氏（弁護士・平成１５年７月１日委嘱） 
委 員    樫谷 隆夫 氏（公認会計士・平成１５年７月１日委嘱） 
委 員    髙木  光 氏（学習院大学法務研究科教授・平成１５年７月１日委嘱） 
委 員    那部 吉正 氏（前日本記者クラブ専務理事・平成１６年３月１日委嘱） 
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備え置き公開文書一覧 

（経営一般に関するもの）  17 年間視聴者意向集約  33 国際放送番組審議会議事概要   

1 経営委員会議事録  18 業務委託基準  34 国内番組基準 

2 日本放送協会定款  19 業務委託契約要領  35 国際番組基準 

3 予算書  20 番組制作委託取引に関する自主基準  36 国内放送番組編集の基本計画 

4 予算書に関する説明資料  21 関連団体運営基準  37 国内放送番組編成計画 

5 ＮＨＫことしの仕事  22 関連団体の業務監査の結果  38 各地方向け地域放送番組編集計画 

6 決算書     23 関連団体事業活動審査委員会の活動結果  39 国際放送番組編集の基本計画 

7 業務報告書  24 ＮＨＫと関連団体との取引  40 国際放送番組編成計画 

8 連結決算報告書  25 関連団体事業活動審査委員会規程  41 「放送研究と調査」 

9 平成１６～１８年度ＮＨＫビジョン  26 子会社・関連会社の役員一覧  42 放送技術研究所「研究年報」 

10 環境報告書  27 「ＮＨＫ年鑑」  43 「ＮＨＫ技研Ｒ＆Ｄ」 

11 「ＮＨＫ倫理・行動憲章」「行動指針」  28 「データブック世界の放送」  （営業に関するもの） 

12 放送番組補完インターネット利用計画  29 
「芸能番組制作費不正支出問題」等に関

する調査と適正化の取り組みについて 
 44 放送受信規約 

13 ＮＨＫの情報公開のあり方に関する提言  30 「日本放送協会報」  45 放送受信料免除基準 

14 ＮＨＫ情報公開基準  （放送・技術に関するもの）  46 「放送受信契約数統計要覧」 

15 ＮＨＫ情報公開規程  31 中央放送番組審議会議事概要    

16 視聴者意向の業務への反映事例  32 地方放送番組審議会議事概要    

※     は、インターネットホームページにも掲載しているもの。番号の  は、１６年度から新たに備え置いたもの 
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別紙 


